
平成 17年 2月期   個別中間財務諸表の概要 平成 16年 10月 15日　

上場会社名   株式会社リヒトラブ 　　　　上場取引所　大証・名証

コ ー ド 番号    ７ ９ ７ ５ 　　　　本社所在都道府県　大阪府

 （ＵＲＬ　http://www.lihit-lab.com）

取締役経理部長 TEL (06) 6946 - 2525

中間決算取締役会開催日 平成 16年 10月 15日 中間配当制度の有無 有

中間配当支払開始日 平成 －年 －月 －日 単元株制度採用の有無 有(１単元　1,000 株)

１. 16年 8月中間期の業績（平成 16年 3月 1日 ～ 平成 16年 8月 31日）
(1)経営成績

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 8月中間期 5,082 △ 0.5 337 15.8 323 △ 18.4
15年 8月中間期 5,108 △ 4.6 291 △ 29.6 396 △ 1.3
16年 2月期 9,568 382 480

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間

         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

16年 8月中間期 187 △ 17.1 10.23
15年 8月中間期 225 16.0 12.33
16年 2月期 244 11.83
(注)①期中平均株式数    16年 8月中間期    18,321,872 株   15年 8月中間期    18,329,606 株   16年 2月期    18,327,632 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

16年 8月中間期 － －
15年 8月中間期 － －
16年 2月期 － 7.00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

16年 8月中間期 14,650 9,101 62.1 496.77
15年 8月中間期 14,265 8,931 62.6 487.31
16年 2月期 14,628 9,015 61.6 490.49

２. 17年 2月期の業績予想（ 平成 16年 3月 1日  ～  平成 17年 2月 28日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 9,620 420 240 7.00 7.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   13 円 10 銭 

※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報および将来の経済環境予想等の前提に基づいて作成したものであり、

※実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。

（注）百万円未満は切り捨てにより表示

(注)①期末発行済株式数　16年 8月中間期   18,320,620 株  　 15年 8月中間期   18,327,917 株   　16年 2月期   18,322,983 株

(注)②期末自己株式数　 　16年 8月中間期   00,757,880 株  　 15年 8月中間期   00,750,583 株   　16年 2月期   00,755,517 株

代　　　表　　　者　　役職名 代表取締役社長 氏名　　田中　経久

問合せ先責任者　　役職名 氏名　　大内　高明
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個 別 中 間 財 務 諸 表 等 

中間貸借対照表 
                                                   （単位：千円、単位未満切り捨て） 

前事業年度の  
前中間会計期間末 当中間会計期間末 

要約貸借対照表 
（平成１５年８月３１日） （平成１６年８月３１日） （平成１６年２月２９日） 

             期 別 

 
科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

 ( 資 産 の 部 )   ％ ％  ％

Ⅰ 流 動 資 産    

1. 現 金 及 び 預 金  1,473,110 1,737,638 1,457,238 

2. 受 取 手 形 ※３ 1,063,717 943,613 949,656  

3. 売 掛 金  903,530 892,962 1,130,976  

4. た な 卸 資 産  1,668,483 1,641,582 1,742,561  

5. 繰 延 税 金 資 産  46,693 56,724 55,875  

6. そ の 他  67,998 58,660 64,676  

7. 貸 倒 引 当 金  △28,131 △13,043 △29,583  

 流 動 資 産 合 計  5,195,403 36.4 5,318,138 36.3 5,371,401 36.7

Ⅱ 固 定 資 産      

(1) 有 形 固 定 資 産 ※１    

1. 建 物 ※２ 3,397,465 3,478,660 3,395,438 

2. 機 械 装 置 1,333,564 1,274,596 1,286,362 

3. 土 地 ※２ 2,929,461 2,929,461 2,929,461 

4. 建 設 仮 勘 定  203,739 229,313 311,270 

5. そ の 他  312,417 345,998 323,478 

 有 形 固 定 資 産 合 計  8,176,649 57.3 8,258,030 56.4 8,246,012 56.4

(2) 無 形 固 定 資 産  47,089 0.3 43,672 0.3 45,194 0.3

(3) 投資その他の資産     

1. 投 資 有 価 証 券  - 790,172 698,298 

2. 投 資 そ の 他  923,416 - - 

3. そ の 他  - 251,100 339,360 

4. 貸 倒 引 当 金  △77,068 △10,856 △71,516 

 投資その他の資産合計  846,348 6.0 1,030,416 7.0 966,142 6.6

 固 定 資 産 合 計  9,070,086 63.6 9,332,119 63.7 9,257,349 63.3

 資 産 合 計  14,265,489 100.0 14,650,258 100.0 14,628,751 100.0
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                                                   （単位：千円、単位未満切り捨て） 
前事業年度の  

前中間会計期間末 当中間会計期間末 
要約貸借対照表 

（平成１５年８月３１日） （平成１６年８月３１日） （平成１６年２月２９日） 

             期 別 

科 目 
金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

 ( 負 債 の 部 )   ％   ％    ％

Ⅰ 流 動 負 債    

1. 支 払 手 形  1,153,179 1,046,901 1,173,746 

2. 買 掛 金  253,180 447,458 402,845  

3. 短 期 借 入 金 ※２※５ 34,000 1,590,000 1,590,000  

4. 未 払 法 人 税 等  66,274 123,618 38,917  

5. 賞 与 引 当 金  108,000 96,000 116,000  

6. そ の 他 ※４ 403,837 396,243 407,902  

 流 動 負 債 合 計  2,018,472 14.2 3,700,221 25.3 3,729,412 25.5

Ⅱ 固 定 負 債      

1. 長 期 借 入 金 ※２ 1,560,000 100,000 100,000 

2. 繰 延 税 金 負 債  343,770 417,507 354,135 

3. 退 職 給 付 引 当 金  979,618 950,531 985,543 

4. 役員退職慰労引当金  183,486 100,096 189,901 

5. 長 期 預 り 保 証 金  248,721 280,688 254,436 

 固 定 負 債 合 計  3,315,595 23.2 1,848,822 12.6 1,884,016 12.9

 負 債 合 計  5,334,068 37.4 5,549,044 37.9 5,613,429 38.4

 ( 資 本 の 部 )     

Ⅰ 資 本 金  1,830,000 12.8 1,830,000 12.5 1,830,000 12.5

Ⅱ 資 本 剰 余 金     

1.資 本 準 備 金  1,410,780 1,410,780 1,410,780 

2.そ の 他 資 本 剰 余 金  - 47 - 

 資 本 剰 余 金 合 計  1,410,780 9.9 1,410,827 9.6 1,410,780 9.6

Ⅲ 利 益 剰 余 金     

1.利 益 準 備 金  414,000 414,000 414,000 

2.任 意 積 立 金     

 固定資産圧縮積立金  1,067,498 1,041,921 1,067,498 

 特 別 償 却 準 備 金  25,879 18,276 25,879 

 別 途 積 立 金  3,700,000 3,800,000 3,700,000 

3. 中間（当期）未処分利益  558,861 542,020 577,676 

 利 益 剰 余 金 合 計  5,766,238 40.4 5,816,218 39.7 5,785,053 39.6

Ⅳ その他有価証券評価差額金  69,075 0.5 190,527 1.3 135,243 0.9

Ⅴ 自 己 株 式 △144,673 △1.0 △146,359 △1.0 △145,755 △1.0

 資 本 合 計  8,931,421 62.6 9,101,213 62.1 9,015,322 61.6

 負 債 ・ 資 本 合 計  14,265,489 100.0 14,650,258 100.0 14,628,751 100.0
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中間損益計算書 
（単位：千円、単位未満切り捨て） 

前事業年度の  
前中間会計期間 当中間会計期間 

要約損益計算書 
自 平成１５年３月 １日 自 平成１６年３月 １日 自 平成１５年３月 １日 ( 
至 平成１５年８月３１日 ) ( 至 平成１６年８月３１日 ) ( 至 平成１６年２月２９日 )

             期 別 
 

 
科 目 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比 

    ％  ％  ％

Ⅰ 売 上 高  5,108,746 100.0 5,082,435 100.0 9,568,425 100.0

Ⅱ 売 上 原 価  3,358,870 65.7 3,433,735 67.6 6,321,180 66.1

 売 上 総 利 益  1,749,876 34.3 1,648,700 32.4 3,247,245 33.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費  1,458,193 28.6 1,311,065 25.8 2,864,522 29.9

 営 業 利 益  291,682 5.7 337,634 6.6 382,723 4.0

Ⅳ 営 業 外 収 益  ※１ 123,012 2.4 19,921 0.4 146,044 1.5

Ⅴ 営 業 外 費 用  ※２ 17,815 0.3 33,715 0.6 48,744 0.5

 経 常 利 益  396,879 7.8 323,840 6.4 480,023 5.0

Ⅵ 特 別 利 益  ※３ 12,770 0.2 18,301 0.4 9,798 0.1

Ⅶ 特 別 損 失  ※４ 97,823 1.9 7,980 0.2 126,417 1.3

税引前中間(当期)純利益  311,826 6.1 334,162 6.6 363,404 3.8

法人税、住民税及び事業税  84,000 1.6 122,000 2.4 161,000 1.7

法 人 税 等 調 整 額  1,865 0.1 24,736 0.5 △42,371 △0.5

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益  225,961 4.4 187,425 3.7 244,775 2.6

 前 期 繰 越 利 益  332,900 354,594 332,900 

 中間 (当期 )未処分利益  558,861 542,020 577,676 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 
１．資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 
子会社株式及び関連会社株式････････････移動平均法による原価法 
その他有価証券 
時価のあるもの････････････････････････中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移 
動平均法により算定）   

時価のないもの････････････････････････移動平均法による原価法              
デリバティブ･････････････････････････････時価法 
たな卸資産 
商品、製品、原材料、仕掛品･･････････････総平均法による原価法 
貯蔵品･･････････････････････････････････最終仕入原価法 
 

２．固定資産の減価償却の方法 
有形固定資産 
定率法。 ただし、静岡事業部及び大阪配送センター(賃貸用)の建物、構築物並びに平成１０年４月１
日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については定額法を採用しております。なお、主な耐用年
数は以下のとおりであります。 
建  物･･･････････････････････････････８～５０年 
機械装置･･･････････････････････････････････１１年 

無形固定資産 
定額法。 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定
額法を採用しております。 
長期前払費用 
定額法 
  

３．引当金の計上基準 
貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 
賞与引当金 
従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づく当中間会計期間の負担相当額を計上し
ております。 
退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、
当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 
なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定年数による定額法により
按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理することとしております。 
厚生年金基金制度については、総合設立の厚生年金基金制度を一部採用しておりますが、自社の拠出に
対応する年金資産の額を合理的に計算できないため、当該年金基金への要拠出額を退職給付費用として
処理しております。同基金より通知を受けた平成 1６年８月末日現在の年金資産の額は、1,164,886千円
であります。 
役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当中間期末要支給額を計上しております。 
 

４．リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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５．ヘッジ会計の方法 
ヘッジ会計の方法 
原則として繰延ヘッジ処理を行っております。 
なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については、振当処理によっております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段は為替予約取引(買建)、ヘッジ対象は原材料等の輸入取引により発生する外貨建債務に係る
将来の為替相場の変動リスクであります。 

ヘッジ方針 
将来の輸入代金の範囲内で、1年以内に決済期日が到来すると見込まれる外貨建債務の額を為替予約し
ております。 

ヘッジ有効性評価の方法 
事前テスト及び決算日と中間決算日における事後テストにより有効性の評価を行っております。 

 
６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
 
 
（表示方法の変更） 

（貸借対照表） 

前中間会計期間において投資その他の資産の「投資その他」に含めて表示しておりました「投資有価証券」
（前中間会計期間 575,709千円）については、資産総額の１００分の５超となったため、当連結会計期間
より区分掲記しております。 
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注 記 事 項 
 
（中間貸借対照表関係） 
                                          （単位:千円、単位未満切り捨て） 

 前中間会計期間末 当中間会計期間末 前 事 業 年 度 末        

 （平成１５年８月３１日） （平成１６年８月３１日） （平成１６年２月２９日） 
※１ 有形固定資産の

減価償却累計額 
8,857,498 

有形固定資産の
減価償却累計額 

9,229,498 
有形固定資産の
減価償却累計額 

9,006,904 

担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次の
とおりであります。 
 

建 物       761,322 

土 地       1,002,281 

計 1,763,603  

担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次の
とおりであります。 
 

建 物      724,950

土 地      1,002,281

計 1,727,231 

担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次の
とおりであります。 
 

建 物       745,155

土 地       1,002,281

計 1,747,437 

※２ 

 

担保付債務は次のとおりであ
ります。 

短期借入金       4,000 

長期借入金       160,000 

計 164,000  

担保付債務は次のとおりであ
ります。 

短期借入金      160,000

長期借入金      100,000

計 260,000 

担保付債務は次のとおりであ
ります。 

短期借入金       160,000

長期借入金       100,000

計 260,000 

※３ 
中間会計期間末日満期手形の会
計処理は、手形交換日をもって決
済処理しております。なお、当中
間会計期間末日が金融機関の休
日であったため、中間会計期間末
日満期手形が、以下の科目に含ま
れております。 

受取手形      48,015   

－ 

期末日満期手形の会計処理に
ついては、手形交換日をもって決
済処理しております。なお、当事
業年度末日が金融機関の休日で
あったため、期末日満期手形が、
以下の科目に含まれております。

受取手形      68,249  

※４ 
流動負債の「その他」に仮受消費
税等から仮払消費税等を相殺し
た残額を含めております｡ 

同  左 
－ 

※５ 
当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行３行とコ

ミットメントライン契約を締結

しております。 
当中間会計期間末におけるコ
ミットメントラインに係る借入
実行状況は次のとおりでありま
す。 
 

コミットメント
ラインの総額 

2,000,000 

借入実行残高 － 

差引額 2,000,000  

当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行３行とコ

ミットメントライン契約を締結

しております。 
当中間会計期間末におけるコ
ミットメントラインに係る借入
実行状況は次のとおりでありま
す。 
 

コミットメント
ラインの総額 

2,000,000

借入実行残高 －

差引額 2,000,000 

当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行３行とコ

ミットメントライン契約を締結

しております。 
当事業年度末におけるコミッ
トメントラインに係る借入実行
状況は次のとおりであります。 
 
 

コミットメント
ラインの総額 

2,000,000

借入実行残高 －

差引額 2,000,000 
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（中間損益計算書関係） 
                                 （単位:千円、単位未満切り捨て） 

 前中間会計期間 当中間会計期間 前 事 業 年 度 

自  平成１５年３月 １日 自  平成１６年３月 １日 自  平成１５年３月 １日 
 （ 至  平成１５年８月３１日 ）（ 至  平成１６年８月３１日 ）（ 至  平成１６年２月２９日 ）

※１ 営業外収益のうち主なもの 

受取利息 969 

受取配当金 105,992  

営業外収益のうち主なもの 

受取利息 882

受取配当金 12,380 

営業外収益のうち主なもの 

受取利息 1,875

受取配当金 109,491 

※２ 営業外費用のうち主なもの 

支払利息 13,620  

営業外費用のうち主なもの 

支払利息 13,403

支払手数料 10,000 

営業外費用のうち主なもの 

支払利息 26,828

支払手数料 11,969 

※３ 特別利益のうち主なもの 

貸倒引当金戻入額 12,770  

特別利益のうち主なもの 

貸倒引当金戻入額 18,301 

特別利益のうち主なもの 

貸倒引当金戻入額 9,798 

※４ 特別損失のうち主なもの 

特別退職費用 86,807  

特別損失のうち主なもの 

固定資産廃棄損 6,186 

特別損失のうち主なもの 

固定資産廃棄損 33,848

投資有価証券評価損 5,762

特別退職費用 86,807
 

※５ 減価償却実施額 

有形固定資産 258,293 

無形固定資産 4,857  

減価償却実施額 

有形固定資産 252,196

無形固定資産 5,567

減価償却実施額 

有形固定資産 537,668

無形固定資産 9,917
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（リース取引関係） 
（単位：千円、単位未満切り捨て） 

前中間会計期間         当中間会計期間         前 事 業 年 度         
自  平成１５年３月  １日 自  平成１６年３月  １日 自  平成１５年３月  １日 ( 至  平成１５年８月３１日 ) ( 至  平成１６年８月３１日 ) ( 至  平成１６年２月２９日 ) 

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引 

1.リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間期末
残高相当額 

 
取得価額     
相 当 額     

減価償却
累 計 額    
相 当 額    

中 間 期     
末 残 高     
相 当 額     

工具器具備品 48,878 14,584 34,294 

ソフトウェア 45,963 15,864 30,099 

合 計     94,842 30,448 64,393 

（注） 
取得価額相当額は、未経過リース
料中間期末残高が有形固定資産
の中間期末残高等に占める割合
が低いため、支払利子込み法によ
り算定しております。 

2.未経過リース料中間期末残高相当額 

１ 年 内 18,702 

１ 年 超 45,691 

計 64,393 

（注） 
未経過リース料中間期末残高相当
額は、未経過リース料中間期末残
高が有形固定資産の中間期末残高
等に占める割合が低いため、支払
利子込み法により算定しておりま
す。 

3.支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 10,131 

減価償却費相当額 10,131 

4.減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存
価額を零とする定額法によってお
ります。 

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引 

1.リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間期末
残高相当額 

 
取得価額    
相 当 額    

減価償却
累 計 額    
相 当 額    

中 間 期    
末 残 高    
相 当 額    

工具器具備品 53,306 24,462 28,843

ソフトウェア 49,386 25,627 23,758

合 計    102,692 50,090 52,602

（注） 
取得価額相当額は、未経過リース
料中間期末残高が有形固定資産
の中間期末残高等に占める割合
が低いため、支払利子込み法によ
り算定しております。 

2.未経過リース料中間期末残高相当額 

１ 年 内 19,833

１ 年 超 32,768

計 52,602

（注） 
未経過リース料中間期末残高相当
額は、未経過リース料中間期末残
高が有形固定資産の中間期末残高
等に占める割合が低いため、支払
利子込み法により算定しておりま
す。 

3.支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 10,147

減価償却費相当額 10,147

4.減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引 

1.リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間期末
残高相当額 

 
取得価額     
相 当 額     

減価償却 
累 計 額     
相 当 額     

期末残高
相 当 額    

工具器具備品 48,878 19,338 29,539

ソフトウェア 49,386 20,603 28,782

合 計    98,264 39,942 58,322

（注） 
取得価額相当額は、未経過リース
料期末残高が有形固定資産の期
末残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算定し
ております。 

2.未経過リース料期末残高相当額 

１ 年 内 19,252

１ 年 超 39,069

計 58,322

（注） 
未経過リース料期末残高相当額
は、未経過リース料期末残高が有
形固定資産の期末残高等に占める
割合が低いため、支払利子込み法
により算定しております。 
 

3.支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 19,625

減価償却費相当額 19,625

4.減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１ 年 内 888 

１ 年 超 2,516 

計 3,404  

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１ 年 内 888

１ 年 超 1,628

計 2,516 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１ 年 内 888

１ 年 超 2,072

計 2,960 

 
 
（有価証券関係） 
前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあ
るものはありません。 
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